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日本ビジネスシステムズ株式会社 

 
JBS、New Relicを活用した次世代マネージドサービスを強化 

―企業 IT運用を「障害対応」から「事業影響の早期把握」へ進化― 
 
日本ビジネスシステムズ株式会社（本社︓東京都港区 代表取締役社長︓牧田幸弘、以下「JBS」、証券コード︓
5036）は、New Relic株式会社（以下「New Relic」）とのパートナーシップのもと、システム全体を可視化するオブ
ザーバビリティ技術と AIOps（AI を活用した運用分析）を組み合わせ、企業の IT運用を支えるマネージドサービスを
強化します。 
近年、クラウドサービスやマルチクラウド環境の普及に加え、生成 AIや AI エージェントを組み込んだ業務システム、顧客
向けサービス、社内アプリケーションが増加することで、企業の IT環境はより動的かつ複雑になっています。これに対し、イ
ンフラやシステムの稼働状況を中心とした従来の監視だけでは、システム障害や性能低下による顧客体験や事業活動
への影響を十分に把握することは困難です。 
JBSは、こうした環境を踏まえ、オブザーバビリティ技術の活用により、システムの稼働状況に加え、アプリケーションの挙動
や顧客体験の把握・改善につながる情報の可視化を進めます。さらに、AIOps による分析を通じて、障害の兆候や原
因候補を早期に検知し、サービス改善に活用できる情報を提供。これにより、従来の「発生した障害への対応」から「事
業への影響を踏まえた予防型運用」への転換を促進し、将来的な「ビジネス成果創出型MSP（マネージドサービスプロ
バイダー）」の実現を目指します。 
 
【New Relicを活用したマネージドサービス強化】 
テクノロジーの進化とともに、アプリケーションやサービス同士が連携して新たな価値を生み出す中、IT システムは単なる
社内基盤ではなく、顧客接点や事業活動そのものを支える存在として、ますます重要性を増しています。それに伴い、シ
ステムの一部で発生した障害や性能低下が、顧客体験や事業活動全体に大きな影響を及ぼすリスクも高まっていま
す。こうした中、企業の IT運用は、障害発生後の原因調査やシステムの稼働状況の確認といった従来型の対応だけ
では不十分です。今後は、システム障害や性能低下の予兆を捉え、サービスの安定性や利用状況を把握するとともに、
顧客体験や事業活動への影響を踏まえて対応の優先順位を判断し、サービス品質の向上につなげる予防型の IT運
用が求められます。 
 
JBSは、この課題に対し、「マネージドクラウド」を含む、運用・保守サービスに New Relic を活用し、事業への影響を見
据えた IT運用の実現を支援します。JBSが長年培ってきたクラウド・システム運用の知見と New Relicのプラットフォー
ムを組み合わせ、インフラ、アプリケーション、顧客体験まで、システムを多面的に捉える監視・運用体制を構築すること
で、継続的なサービス改善と事業判断に資する情報提供を支援します。 
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【システム運用を通じて提供する 5 つの価値】 
JBSは、本取り組みにより、顧客体験の向上や事業成果の最大化を IT運用の側面から後押しします。 
●機会損失の低減 ︓障害や性能低下の予兆を早期に捉え、事業活動への影響低減を支援 
●顧客体験の向上 ︓利用状況や UXデータをもとに、サービス改善につながる示唆を提供 
●DX投資効果の可視化︓新機能や施策の利用状況を把握し、投資効果の評価を支援 
●対応優先度の判断と意思決定の支援︓IT運用データとビジネスデータを組み合わせ、事業影響を踏まえた迅速な
判断を支援 
●AI活用を支える運用基盤︓生成 AI アプリケーションや AI エージェントを含むシステム全体の安定運用を支援 
 
参考︓ 
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【日本ビジネスシステムズ株式会社（JBS）について】 
■会社概要 
代表者：代表取締役社長 牧田 幸弘  
設立：1990年 10月 4日  
社員数（連結）：2,831名（2026年 3月 31日現在）  
URL：https://www.jbs.co.jp  
 
■事業概要：   
「優れたテクノロジーを、親しみやすく」を Mission とし、マイクロソフトをはじめとするクラウドソリューションに強みを持つ
JBS は、コンサルティングからソリューション導入・運用・利活用に至る一連のご支援を通じて、お客さまのクラウド活用力
向上と社会のデジタル変革に貢献します。 
 日本マイクロソフトが選出する「マイクロソフト ジャパン パートナー オブ ザ イヤー」を 2013 年より連続受賞

（2025 年は 「Dynamics 365 Service」「Low Code Application Development」「Converged 
Communications」の 3部門） 

 マイクロソフト ソリューション パートナー認定（6 カテゴリー＋コンプリートバッジ保有） 
 
※記載された会社名およびロゴ、製品名などは該当する各社の登録商標または商標です。 
※本リリースのすべての内容は、作成日時点でのものであり、予告なく変更される場合があります。また、様々な事由・背
景により、一部または全部が変更、キャンセル、実現困難となる場合があります。予めご了承ください。 
 
■プレスリリースに関するお問い合わせ 
日本ビジネスシステムズ株式会社 広報室 三上 
E-mail: CorporateCommunications@jbs.com / TEL: 03-6772-4000 
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